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第４章 地域資源を活かした農村の振興・活性化に向けた取組  

１．農業生産基盤の整備・保全 

（１）国営かんがい排水事業の実施状況 

                                             

図表 4-1  国営かんがい排水事業地区一覧（令和元(2019)年度）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：東北農政局作成 

 

 （国営かんがい排水事業は、23 地区で実施） 

〇 国営かんがい排水事業は、農業生産の基礎となる水利条件を整備し、農業用

水の確保・安定供給と農地の排水改良を図る事業です。 

〇 令和元(2019)年度は、北海道 31 地区、東北 23 地区、関東 14 地区、北陸 10 地

区、東海５地区、近畿６地区、中四国７地区、九州 12 地区、沖縄３地区で事業

を実施しており、東北は全国（111 地区）の約２割を占めています（図表 4-1）。 
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（２）国営総合農地防災事業の実施状況 

 

図表 4-2  国営総合農地防災事業地区（令和元(2019)年度）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局作成 

 

 （国営総合農地防災事業は、１地区実施中） 

〇 国営総合農地防災事業は、自然的・社会的な状況の変化に起因した農用地・

農業用施設の機能低下や災害発生のおそれに対処するため、農業用用排水施設

等を整備し、施設の機能回復や災害を未然に防止することにより、農業生産の

維持及び農業経営の安定と合わせて、国土の保全を図る事業です。東北では、

令和元(2019)年度、青森県（１地区）で事業を行っています（図表 4-2）。 
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図表 4-3  管内国営事業の実施地区                          

 

資料：東北農政局作成 
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（３）ため池対策の実施状況 

                                             

図表 4-4  放射性物質対策の状況（福島県内ため池数、令和２(2020)年３月末時点）       

 

区 分 
対策工 
申請数 

対策完了数 
対策完了 
割合(％) 

(令和元(2019)年 
３月末時点) 

(令和２(2020)年 
３月末時点) 

②  ② ③ ④＝③／① 

市
町
村 

県 北       230        100           160  70 %  
県 中       125         59            77  62 %  
県 南        26         17            27  104 %※ 
相 双       312         95           154  49 %  
いわき         3       -             3  100 %  

福島県        21           -             -          - 
合 計       717         271           421  59 %  

資料：福島県作成資料からの引用 ※福島県申請地区の対策完了数は、各市町村(県北～いわき)に含む。 

よって、県南の対策完了割合が 100%超の 104%となる。 

 
 

図表 4-5  放射性物質対策の状況（福島県内市町村数、令和２(2020)年３月末時点）         

 

区 分 
対策 

取組数 

対策完了数 
対策完了 
割合(％) 

(令和元(2019)年 
３月末時点) 

(令和２(2020)年 
３月末時点) 

④  ② ③ ④＝③／① 
県 北        8              1             2  25 %  
県 中        6              2             5  83 %  
県 南        3              -             2  67 %  
相 双        9              -             3  33 %  
いわき        1              -             -  0 %  
合 計       27              3            12  44 %  

資料：福島県作成資料からの引用 

 

 （福島県内のため池の放射性物質対策は、交付申請 717 か所に対して完了 421 か所） 

〇 福島県内の中通り・浜通り地域の貯水している農業用ため池では、東京電力

福島第１原子力発電所事故により飛散した放射性物質が、主に底の泥と結合し

て溜まっています。 

〇 営農利用時のため池水位の低下や災害等の泥流出による周辺環境への負荷軽

減のため、福島県及び関係市町村は、福島再生加速化交付金を利用し、ため池

の泥を除去するなどの対策工事を実施しています。 

〇 対策工事は、令和２(2020)年３月末時点で、717 か所申請があり、うち、421

か所で完了しています（図表 4-4、5）。 

 

ポンプ浚渫 

バックホウ直接除去 

強力吸引車 

（ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰ） 

ポンプ浚渫 
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（多面的機能支払交付金の取組面積は、44 万 2,600 ㏊） 

〇 東北における日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金）の取組面積は、

平成 30(2018)年度には、前年度に比べて 0.9％増加し、44 万 2,600ha となりま

した（図表 4-6）。 

 〇 各県別に、取組面積をみると、秋田県（９万 7,600ha）が最も多く、次いで山

形県（８万 5,300ha）、岩手県（７万 7,300ha）の順となっています（図表 4-7）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 19.3％となっています。 

２．農村の持つ多面的機能の発揮 

（１） 日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図表 4-6  取組面積の推移（平成 30(2018)年度）                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-7  支援別取組面積（平成30(2018)年度）                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）農地維持支払とは、農用地、水路、農道等の地域資源について、地域共同で行う、水路の草刈り、泥上げ、

農道の砂利補充等の日常管理と、地域資源の適切な保全管理のための体制づくり等の推進活動を行う組織

に対する支援のこと。 

   ２）資源向上支払（共同活動）とは、水路、農道等の施設の軽微な補修、生態系保全や景観形成等の農村環境の

保全活動等を行う組織 に対する支援のこと。 

   ３）資源向上支払（長寿命化）とは、老朽化した農業用用排水路等の施設の長寿命化のための補修・更新等を行う

組織に対する支援のこと。 

   ４）取組面積（全国・東北）の東北の値と支援別取組面積（全国・東北及び県別）の東北、各県の値はデータご

とに四捨五入するため、一致しない場合がある。 

   ５）平成 30(2018)年度の数値は、平成 31(2019)年３月末時点で取りまとめた値 
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（中山間地域等直接支払交付金の取組面積は、７万 200ha） 

〇 東北における日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払交付金）の取組面

積は、平成 30(2018)年度には、新規取組の追加等により、前年度に比べて 0.4％

増加し７万 200ha となりました（図表 4-8）。 

〇 各県別に取組面積をみると、岩手県（２万 4,000ha）が最も多く、次いで福島

県（１万 5,300ha）、秋田県（１万 400ha）となっています（図表 4-8）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 10.6％となっています。 

 

（２）日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-8  取組面積の推移（平成30(2018)年度）                                    

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）取組面積（全国・東北）の東北の値と取組面積（県別）の各県の値は、データごとに四捨五入するため、一

致しない場合がある。 

   ２）平成 30(2018)年度の数値は、平成 31(2019)年３月末時点で取りまとめた値 
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（環境保全型農業直接支払交付金の取組面積は、1 万 8,800 ㏊） 

〇 東北における日本型直接支払制度（環境保全型農業直接支払交付金）の取組

面積は、同一ほ場における複数回の取組への支援を廃止したこと等により、平

成 30(2018)年度は、2,300ha（11％）減少し、1 万 8,800ha となりました（図表 

4-9）。 

〇 各県別に、取組面積をみると、山形県（6,300ha）が最も多く、次いで宮城県

（4,300ha）、岩手県（3,700ha）の順となっています（図表 4-9）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 23.6％となっています。 

 

（３）日本型直接支払制度（環境保全型農業直接支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-9  取組面積の推移（平成 30(2018)年度）                                              

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）取組面積（全国・東北）の東北の値と取組面積（県別）の各県の値は、データごとに四捨五入するため、

一致しない場合がある。 

   ２）平成 30（2018）年度の数値は、平成 31（2019）年３月末時点で取りまとめた値 
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３．野生鳥獣による農作物の被害状況 

 

図表 4-10  農作物被害金額の推移(全国・東北）図表 4-11  被害防止計画作成状況(全国･東北)       

（令和元(2019)年 10月末現在）   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-12  鳥獣別農作物被害金額の割合（県別、平成 30(2018)年度）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）被害金額は、震災の影響により調査困難であった市町村を除く合計値 

      ２）被害金額の東北の値と県別の値の合計値は、データごとに四捨五入するため、一致しない場合がある。 

   ３）鳥獣別農作物被害金額の割合は、四捨五入の関係から 100％にならない場合がある。 

      ４）「鳥類」とはカラス、スズメなど、「その他」とはハクビシン、クマ、サルなどのこと 

 

 （野生鳥獣による農作物被害額は、13 億円） 

〇 東北における野生鳥獣による農作物被害は、平成 30(2018)年度には、前年度

に比べて 1 億 6,000 万円減少し、13 億円となりました（図表 4-10）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、農作物被害金額の 8.2％となっています。 

〇 東北では、令和元(2019)年 10 月末現在、217 市町村で被害防止計画が作成さ

れ、同計画に基づく捕獲等の実践的活動を担う鳥獣被害対策実施隊を設置して

いる市町村は 196 となっています（図表 4-11）。 

〇 県別に農作物被害金額をみると、山形県（５億 1,000 万円）が最も多く、次

いで岩手県（３億 7,000 万円）となっています（図表 4-12）。 

    また、鳥獣別にみると、青森県、山形県では鳥類（カラス等）、秋田県では獣

類（ツキノワグマ、サル）、岩手県ではシカ、宮城県及び福島県ではイノシシに

よる被害が特に大きくなっています。 
 

（単位：市町村数）

計
鳥獣被害対策

実施隊設置市町村数

全国 1,741 1,489 1,203

東北 227 217 196

青森県 40 36 28

岩手県 33 33 32

宮城県 35 32 28

秋田県 25 25 25

山形県 35 34 33

福島県 59 57 50

市町村数

被害防止計画作成市町村数
（公表済み）
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４．再生可能エネルギー等の利用促進 

（１）農山漁村再生可能エネルギー法の取組状況 

図表 4-13  農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画作成状況(全国･東北累計) 

    
図表 4-14  東北管内の農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画作成状況                    

    

青森県７市町
横浜町、平川市、つがる市、

中泊町、五所川原市、

十和田市、野辺地町

岩手県３市町
軽米町、盛岡市、住田町

宮城県１町
七ヶ宿町

山形県４市町
米沢市、庄内町、新庄市、

飯豊町

福島県３市
田村市、福島市、

会津若松市資料：農林水産省調べ 

 注：令和元年度末現在の値（累計値） 

赤文字は元年度に作成した市町  

 

 （18 市町が農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を作成） 

〇 農山漁村再生可能エネルギー法に基づき農山漁村の健全な発展と再生可能エ

ネルギー発電の促進を目的とする基本計画を作成した市町は、令和元年度末現

在、東北で合計 18 市町（全国で 68 市町）となっています（図表 4-13）。 

また、同時点で基本計画を作成中の市町村は５市町村（青森県２、秋田県２、

福島県１）となっています。 

〇 各県別の作成状況（作成済）をみると、青森県が７市町と最も多く、次いで山

形県（４市町）、岩手県（３市町）、福島県（３市）、宮城県（１町）となってい

ます（図表 4-14）。 

〇 令和元年度新たに基本計画を作成した自治体は、岩手県住田町
す み た ち ょ う

、福島県福島市
ふ く し ま し

及び会津若松市
あ い づ わ か ま つ し

の２市１町です。 

資料：農林水産省調べ 

 注：各年度末現在の値（累計値）  
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青森県平川市

（バイオガス発電、バイオガス

及び木質バイオマス発電施設の

排熱利用、BDF製造）

青森県西目屋村

（木質バイオマス熱利用、木質

バイオマス燃料製造、体験型観

光業）

山形県最上町

（木質バイオマス発電･熱利

用、バイオガス発電、もみ殻固

形燃料化）

岩手県一関市

（バイオガス発電、木質ガス化

発電・熱利用、木質バイオマス

熱利用、木質チップ製造）

宮城県加美町

（バイオガス発電、木質チッ

プ･薪・木質ペレット製造、木

質バイオマス熱利用）

宮城県大崎市

（熱利用、バイオガス発電、ヨ

シペレット燃料化、BDF）

宮城県南三陸町

（バイオガス発電･熱利用、木

質ペレット製造）

山形県飯豊町

（バイオガス発電、木質バイオ

マス燃料製造・熱利用）

宮城県色麻町

（バイオガス発電･熱利用）

宮城県東松島市

（バイオガス発電･熱利用、木

質バイオマス発電）

岩手県軽米町

（堆肥等製造、可燃ごみバイオ

固形燃料製造、鶏ふん燃焼発

電、バイオガス製造）

（２）バイオマス産業都市の構築状況 

図表 4-15  バイオマス産業都市選定市町村数の推移（全国・東北）         

     

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-16  バイオマス産業都市の選定市町村一覧                                       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

赤文字は元年度に選定された町 

まち町 

  

（11 市町村がバイオマス産業都市に選定） 

〇 地域のバイオマスを活用したグリーン産業の創出と循環型エネルギーシステ

ムの構築に向けた、バイオマス産業都市に選定された市町村は、令和元(2019)

年度末現在、東北で合計 11 市町村（全国：90 市町村）となりました（図表 4-

15）。 

〇 各県別にみると、宮城県が５市町、青森県（２市村）、岩手県（２市町）、山形

県（２町）となっています（図表 4-16）。 

〇 令和元年度新たにバイオマス産業都市に選定された地域は、岩手県軽米町
か る ま い ま ち

で

す。 
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（３）小水力発電の整備状況 

 

図表 4-17  小水力発電の設置状況一覧（整備完了及び計画・建設中、令和元(2019)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省調べ 

 

 （小水力発電整備完了施設は 29 施設、計画・建設中の施設は 11 施設） 

〇 農村地域には農業水利施設が多数存在し、これらを活用した小水力発電から

得られた電力は、土地改良施設等の操作に要する電力を供給する等、施設の維

持管理費の軽減に寄与しています。 

〇 東北では、国営かんがい排水事業や補助事業等により、令和２(2020)年３月

時点で 29 の小水力発電施設が整備完了しています。 

〇 また、令和２(2020)年３月時点で 11 施設が計画・建設中となっています（図

表 4-17）。 

一本木沢 地区（22kW）
青森県弘前市 【整備完了】

六郷東根 地区（11kW）
秋田県仙北郡美郷町 【整備完了】

真木関根 地区（18kW）
秋田県大仙市 【整備完了】

西目 地区（740kW）
秋田県由利本荘市 【整備完了】

上巾 地区（48kW）
秋田県由利本荘市 【計画・建設中】

山崎 地区（5kW）
秋田県由利本荘市 【計画・建設中】

畑野 地区（43kW）
秋田県にかほ市 【整備完了】

新庄 地区（199kW）
山形県新庄市 【計画・建設中】

月光川 地区（60kW）
山形県飽海郡遊佐町 【整備完了】

日向川 地区（124kW）
山形県酒田市 【整備完了】

村山北部 地区（180kW）
山形県尾花沢市 【整備完了】

赤川二期 地区（297kW）
山形県鶴岡市 【整備完了】

庄内赤川 地区（41kW）
山形県鶴岡市 【計画・建設中】

笹川 地区（48kW）
山形県鶴岡市 【計画・建設中】

大井沢 地区（37kW）
山形県西村山郡西川町 【整備完了】

野川 地区（198kW、49kW）
山形県長井市 【整備完了】

白川 地区（43kW）
山形県西置賜郡飯豊町 【整備完了】

米沢平野二期 地区（798kW、120kW）
山形県米沢市、東置腸郡高畠町 【整備完了】

奈良寛ため池 地区（26kW）
青森県弘前市 【整備完了】

指久保ダム 地区（170kW）
青森県十和田市 【計画・建設中】

三本木 地区（182kW）
青森県十和田市 【整備完了】

馬淵川沿岸 地区（810kW）
岩手県二戸郡一戸町 【整備完了】

瀬月内ダム 地区（59kW）
岩手県九戸郡九戸村 【整備完了】

松川 地区（49kW）
岩手県八幡平市 【整備完了】

一方井ダム 地区（49kW）
岩手県岩手郡岩手町 【計画・建設中】

普代ダム 地区（28kW）
岩手県下閉伊郡普代村 【整備完了】

豊沢川 地区（1969kW、48kW）
岩手県花巻市 【計画・建設中】

和賀中央 地区（442kW）
岩手県北上市 【計画・建設中】

荻野 地区（14kW）
岩手県一関市 【整備完了】

八幡沢 地区（20kW）
岩手県一関市 【整備完了】

迫川上流 地区（1000kW）
宮城県栗原市 【整備完了】

内川 地区（6kW）
宮城県大崎市 【整備完了】

朴沢 地区（7kW）
宮城県仙台市 【整備完了】

会津北部 地区（570kW）
福島県喜多方市 【整備完了】

会津北部 地区（50kW）
福島県喜多方市 【計画・建設中】

新安積 地区（2230kW）
福島県郡山市 【整備完了】

会津宮川 地区（1100kW）
福島県大沼郡会津美里町 【整備完了】
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５．農山漁村地域活性化等の取組 

（１）農山漁村活性化への取組状況 

 

図表 4-18  農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）の取組状況                

      （令和元(2019)年度実施地区）                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：農林水産省調べ 

 

 （273 地区が農山漁村活性化法に基づく活性化計画を策定） 

〇 農山漁村活性化法に基づき、地域の自主性と創意工夫により、県又は市町村

が作成する活性化計画による取組を総合的かつ機動的に支援するため、農山漁

村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）（旧 農山漁村活性化プロジェクト支

援交付金）が創設されました。 

〇 東北では、令和元(2019)年度までに、227 市町村において 273 地区の活性化計

画が策定されましたが、令和元(2019)年度には４地区で農山漁村振興交付金（農

山漁村活性化整備対策）が活用されています（図表 4-18）。 
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図表 4-19  令和元(2019)年度 「豊かなむらづくり」東北ブロック受賞団体       

     「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定団体                           

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 （各地で様々な共生・対流の取組を展開） 

〇 農山漁村におけるむらづくりの優良事例の表彰等を行うことにより、むらづ

くりの全国的な展開を助長し、もって地域ぐるみの連帯感の醸成及びコミュニ

ティ機能の強化を図り、農林漁業の振興及び農山漁村の健全な発展に資するこ

とを目的として、「豊かなむらづくり全国表彰事業」が実施されています。 

令和元(2019)年度には、選賞審査の結果、５団体が表彰され、このうち山形

県鶴岡市
つ る お か し

の由良
ゆ ら

地域協議会「ゆらまちっく戦略会議」は、農林水産祭むらづく

り部門において日本農林漁業振興会会長賞を受賞しました。 

〇 「強い農林水産業」や「美しく活力ある農山漁村」の実現のため、農山漁村の

活性化や所得向上に取り組む優良事例を選定する「ディスカバー農山漁村（む

ら）の宝」については、令和元 (2019)年度選定（第６回）において、東北から

は４団体が表彰されました。 

   また、平成 29(2017)年度より全国で選定された団体以外でも、地域の活性化

や所得向上に取り組んでいる東北農政局管内の優良な事例を「東北農政局『デ

ィスカバー農山漁村（むら）の宝』」として選定しており、令和元(2019)年度は、

管内の 10 団体が表彰されました（図表 4-19）。 

資料：東北農政局作成 

➊ 青森県外ヶ浜町

農事組合法人上小国ファーム

「豊かなむらづくり」受賞団体

農林水産大臣賞

➋ 山形県鶴岡市

由良地域協議会

「ゆらまちっく戦略会議」

日本農林漁業振興会会長賞

➌ 福島県猪苗代町

会津いなわしろ見祢集落・結

乃村（見祢結乃村未来協議会）

「豊かなむらづくり」受賞団体

東北農政局長賞

➍ 宮城県栗原市

滝ノ原自治会

「ディスカバー農山漁村（むら）

の宝」（第６回）選定団体

➊ 山形県上山市

上山市温泉クアオルト協議会

➋ 山形県河北町

河北町元泉地域農地・水・環境

保全組織運営委員会

➌ 宮城県登米市

有限会社伊豆沼農産

令和元年度 東北農政局「ディスカ

バー農山漁村（むら）の宝」選定団体

➊ 青森県つがる市

稲垣藁の会

➋ 岩手県久慈市

山根六郷の里協議会

➌ 宮城県南三陸町

南三陸山の会

➍ 秋田県大仙市

余目地域活性化対策いきいき

会議協議会

➎ 秋田県鹿角市

社会福祉法人 花輪ふくし会

錦木ワークセンター

➏ 福島県二本松市

福島県立安達東高等学校

農業コース畜産専攻班

➐ 青森県中泊町

中泊メバル料理推進協議会

➑ 岩手県田野畑村

特定非営利活動法人 体験村・

たのはたネットワーク

➒ 宮城県東松島市

幸満つる郷 ＫＤＤＩ エボルバ

野蒜

➊

➋

➌

➊

➋

➋

➌

➍

➎

➏

➐

➑

➒

➍

➊

➌
全国選定

➍ 山形県天童市

株式会社やまがたさくらんぼ

ファーム

ビジネス部門

地方選定

➓ 福島県猪苗代町

会津よつば農業協同組合猪苗代

稲作部会

ビジネス部門

➍

❺ 秋田県美郷町

農事組合法人美郷サンファーム

❺

コミュニティ部門

コミュニティ部門

❿
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：日本の棚田 100 選 

：守りたい秋田の里地里山 50 

：やまがたの棚田 20 選 

（２）棚田地域への取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-20  東北における「日本の棚田 100 選」と秋田、山形の取組                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （東北における「日本の棚田 100 選」と各県の取組状況） 

○ 棚田地域は、農産物の供給のほか、国土の保全、水源涵養、自然環境の保全、

良好な景観の形成、伝統文化の継承等の多面にわたる機能を有しています。 

○ 東北では、令和２(2020)年３月時点で「日本の棚田 100 選」が６地区、各県独

自の取組で「守りたい秋田の里地里山 50」が 49 地区、「やまがたの棚田 20 選」

が 23 地区認定されています。(図表 4-20) 

 ＜各取組の詳細は以下のＵＲＬに掲載。＞ 

・日本の棚田 100 選： 

http://www.acres.or.jp/Acres20030602/tanada/index.htm 

・守りたい秋田の里地里山 50： 

https://www.pref.akita.lg.jp/pages/genre/19501 

・やまがたの棚田 20 選：

https://www.pref.yamagata.jp/sangyo/nogyo/nosangyoson/6140017tanada20sen.html 
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（３）子ども農山漁村交流プロジェクトへの取組状況 

 

図表 4-21  子ども農山漁村交流プロジェクトの受入れモデル地域（東北）         
      (令和元(2019)年度)                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
資料：東北農政局調べ 

 

 

 （38 か所が子ども農山漁村交流プロジェクトの受入れモデル地域に選定） 

〇 農林水産省、総務省、文部科学省及び環境省は、平成 20(2008)年度から、子

ども農山漁村交流プロジェクトにより小中学校等の児童・生徒が学校教育や社

会教育関係団体の活動の一環として、農山漁村における自然体験活動、農林漁

業体験を行う活動、地域の伝統文化に触れる活動を推進しています。 

〇 東北では、令和元(2019)年度までに 38 か所（全国では 185 か所）の受入れモ

デル地域が選定されています（図表 4-21）。 
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６．農業と多様な分野との連携 

（１）農福連携の推進 

  

 

図表 4-22  東北管内の農福連携取組地域（令和元(2019)年度時点支援中）                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （福祉農園の開設・拡充等、11 地域の取組への支援を実施中） 

〇 農業と福祉が連携した取組（農福連携）は、農業の面では労働力の確保や農業

に対する理解の向上、福祉の面では障がい者や生活困窮者の働く場、高齢者の

生きがいづくりの場の創出など、農業と福祉の双方においてメリットがある取

組です。 

〇 東北農政局は、この農福連携を推進するため、福祉農園の開設・拡充や障がい

者の農産物生産・加工技術の習得等、令和元(2019)年度時点で 11 地域の取組に

対して支援を行っています（図表 4-22）。 
 

資料：東北農政局調べ 
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（２）農泊への取組 

 

図表 4-23  東北管内の農泊推進対策 取組地域（令和元(2019)年度）          

 

            

 

 

資料：東北農政局調べ 

 

 （農泊ビジネスの体制構築等を支援） 

〇 農林水産省は、平成 28(2016)年３月に策定された「明日の日本を支える観光

ビジョン」を踏まえ、インバウンド需要の取り込みを行う農泊ビジネスの体制

構築等に対する支援を行っています。 

〇 東北では、令和元(2019)年度、76地域が農泊に取り組んでいます（図表 4-23）。 

 

※「農泊」とは 

農山漁村において日本ならではの伝統的な生活体験と農村地域の人々との交流を楽

しみ、農家民宿、古民家を活用した宿泊施設など、多様な宿泊手段により旅行者にその

土地の魅力を味わってもらう農山漁村滞在型旅行のこと 

 

五所川原市 特定非営利活動法人かなぎ元気倶楽部 H29採択

鯵ヶ沢町 特定非営利活動法人白神自然学校一ツ森校 H29採択
南部町 ＮＰＯ法人青森なんぶの達者村 H29採択

農業生産法人　株式会社グリーンファーム農家蔵 H29採択
青森県自然体験活動ネットワーク推進協議会 R元採択

むつ市 下北ジオパーク推進協議会 H30採択
黒石市 青森県黒石田舎暮らし協議会 H30採択
七戸町 七戸町「南部の馬文化」活用協議会 H30採択
弘前市 弘前里山ツーリズム H30採択
つがる市 津軽の食文化推進協議会 R元採択
田子町 田子町「環十和田湖Gatewey構想」推進協議会 R元採択

釜石市 釜石ｵｰﾌﾟﾝ･ﾌｨｰﾙﾄﾞ･ﾐｭｰｼﾞｱﾑ実行委員会 H29採択
侍浜町振興協議会 H29採択
山形町農泊推進振興協議会 H30採択

遠野市 遠野ふるさと体験協議会 H29採択
花巻農業協同組合 H29採択
東和地域交流のまちづくり協議会 H29採択
八幡平松尾地区農泊推進協議会 H29採択
八幡平ファームステイ協議会 H30採択

一関市 いちのせきニューツーリズム協議会 H30採択
奥州市 ＮＰＯ法人天遊塾 H30採択
陸前高田市 特定非営利活動法人ＳＥＴ H30採択
岩手町 アウローラＪ５ R元採択

雄勝町渚泊推進協議会 H29採択

牡鹿半島浜泊推進協議会 H30採択

石巻地域農漁泊推進協議会 H30採択

石巻みらい農泊推進協議会 R元採択

一般社団法人みやぎ大崎観光公社 H29採択

鳴子温泉もりたびの会 H30採択

一般社団法人気仙沼地域戦略 H29採択

気仙沼ヘルスツーリズム協議会 R元採択

食農体験ネットワーク登米協議会 H29採択
農泊ネットワーク東和 H30採択

大和町 あさひな農業協同組合 H29採択
仙台市 秋保ファームツーリズム推進協議会 H30採択
栗原市 栗原市農泊推進協議会 H30採択
蔵王町 蔵王農泊振興協議会 H30採択
丸森町 株式会社ＧＭ７ H30採択
七ヶ宿町 株式会社七ヶ宿くらし研究所 R元採択
柴田町 柴田町里山ビジネス振興協議会 R元採択
七ヶ浜町 七ヶ浜農泊推進協議会 R元採択
松島町 松島手樽を元気にする会 R元採択
川崎町 みちのく川崎里山ツーリズム協議会 R元採択
亘理町 亘理町「里と海をつなぐﾌｪﾆｯｸｽﾌﾟﾗﾝ」推進協議会 R元採択

大館市 大館市まるごと体験推進協議会 H29採択
藤里町 ふじさと粕毛まちづくり協議会 H29採択

秋ノ宮地域都市農村共生対流推進協議会 H29採択
岩崎発酵するまちづくり協議会 H30採択

八峰町 ＮＰＯ法人ミチのクニ手這坂 H30採択
仙北市 一般社団法人仙北市農山村体験推進協議会 H30採択
羽後町 田代村体験協議会 H30採択
三種町 三種町農泊推進協議会 R元採択
潟上市 潟上市観光まちづくり協議会 R元採択

西川町 西川町農泊推進協議会 H29採択
山形市 農事組合法人村木沢あじさい営農組合 H29採択
新庄市 新庄市明倫堂プロジェクト協議会 H29採択

特定非営利活動法人自然体験温海コーディネット H29採択
出羽三山門前町プロジェクト R元採択

酒田市 とびしま渚泊協議会 H30採択
天童市 天童市観光果樹園連絡協議会 H30採択
戸沢村 特定非営利活動法人田舎体験塾つのかわの里 H30採択
米沢市 オール米沢食文化推進協議会 H30採択
小国町 小国町農泊推進協議会 R元採択
白鷹町 白鷹町広域まちづくり協議会 R元採択

喜多方市 喜多方市体験活動推進協議会 H29採択
白河市 白河市大信地域交流促進協議会 H29採択
西会津町 西会津農泊ビジネス推進協議会 H29採択
矢祭町 矢祭町農泊推進協議会 H29採択
塙町 はなわ農泊交流協議会 H30採択
飯舘村 飯舘村佐須行政区地域活性化協議会 H30採択
川内村 川内村のんびり里山暮らし協議会 H30採択
三島町 奥会津三島ブランドＰＲ推進協議会 R元採択
天栄村 天栄村ふるさと子ども夢学校推進協議会 R元採択
郡山市 逢瀬いなか体験交流協議会 R元採択
石川町 石川町農泊推進協議会 R元採択
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平泉一関エリア農泊推進協議会 H29採択

八幡平市
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